
計画期間における方向性

22年度 23年度（12月末現在） 24～26年度

【条例】
温室効果ｶﾞｽ
(南大沢ｷｬﾝﾊﾟｽのみ）

【省エネ法】
原油換算使用量
（日野キャンパス）

・22～26対年度において、前年度比5年平均1%の削減目標達成
対前年度比
▲3.0%
（削減目標▲1%）

対前年度比
▲21.6%
（削減目標▲1%）

24年度　削減目標▲1%
25年度　削減目標▲1%
26年度　削減目標▲1%

・教職員及び学生の環境負荷低減に対する意識の向上、自発的、積極的な取
組みの実現
・設備面の運用の大幅改善による省ｴﾈへの大きな貢献

・啓発等
・管理標準の作成
・サイトの開設
・計画停電対策

・ﾋﾟｰｸｶｯﾄ対策
・ﾋﾟｰｸｶｯﾄ対策の検証
・照明の削減、中央空調の室温管理の徹底等
・設備の運用改善
・教職員、学生への啓発の強化

・電気、空調、給排水設備等の省ｴﾈ性の高い機器への更新
・創ｴﾈ・新ｴﾈの開発・導入によるｷｬﾝﾊﾟｽ内での活用の実現

・ｴｺに資する施設の改修 ・ｴｺに資する施設の改修
・今後の施設改修計画に係る検討、見直し
・エコキャンパスを先導する「実験棟群改築」の実施

・法令に基づく廃棄物・汚染物質の適正処理
・廃棄物・汚染物質の削減の実現

・法令に基づく廃棄物・汚染物質
の適正処理

・法令に基づく廃棄物・汚染物質
の適正処理

・廃棄物・汚染物質処理に関する法令順守
・廃棄物・汚染物質の削減策の検討、立案、実施

・学生がエコキャンパス・グリーンキャンパスの意義を理解・実践する教育指導
体制の整備

・指導教員による指導等 ・取組みについてのサイトでの公表

環境教育の推進に寄与する教育の展開 ・講義等の一部で実施 ・講義等の一部で実施 ・取組みについてのサイトでの公表

(1)省資源・省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策

①削減数値目標達成状況

現状
あるべき姿

(2)ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ学部・研究科での教育

講義・ゼミ等

２　環境教育

(1)学生指導

エコキャンパス・グリーンキャンパス推進基本計画　別表　（平成24～26年度）

<首都大学東京 >
＝　日野キャンパス　＝

学生指導等

②ソフト対策

③ハード対策

項目

(3)その他

廃棄物・汚染物質処理

(2)廃棄物・汚染物質処理の適正化

１　環境負荷軽減
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計画期間における方向性

22年度 23年度（12月末現在） 24～26年度

現状
あるべき姿項目

・環境問題に寄与する研究の実施と可能な社会貢献
・環境問題に寄与する研究の実
施

・環境問題に寄与する研究の実
施

・環境問題に寄与する研究への取組み

・定期報告書、中長期計画書の
提出

・定期報告書、中長期計画書の
提出

・地球温暖化対策計画書の提出 ・地球温暖化対策計画書の提出

・学内の環境負荷低減の取組みについての運営・管理及び構成員の活動を支
援する体制の構築
・学生が正式な活動ﾒﾝﾊﾞｰとして教職員と協働して省ｴﾈ活動を推進
・環境負荷低減に係る取組みのサイト公表

・ｴｺｷｬﾝﾊﾟｽ・ｸﾞﾘｰﾝｷｬﾝﾊﾟｽ推進
委員会日野部会の設置
・省エネ推進ポスターの掲出

・必要に応じたｴｺｷｬﾝﾊﾟｽ・ｸﾞﾘｰﾝ
ｷｬﾝﾊﾟｽ推進委員会日野部会の
開催
・電力使用抑制調査票を通じた
教職員の自主的な省ｴﾈ策の実
行

・ｴｺｷｬﾝﾊﾟｽ・ｸﾞﾘｰﾝｷｬﾝﾊﾟｽ委員会部会の拡充、より幅広い省ｴﾈ体制の構築
・日野ｷｬﾝﾊﾟｽ部会の下に幅広い教職員参加のWG等の設置、連携した取組み
の実行
・成果についてのサイトでの公表

・各棟の電力使用状況、用途別使用状況、空調温度の設定状況等についての
「見える化」の実現

・棟別等の電力使用量把握等は
未済

・日野ｷｬﾝﾊﾟｽの最大電力使用量
をサイトに掲出

・キャンパスの電力使用量や棟別使用状況の適宜情報提供

・ｴｺｷｬﾝﾊﾟｽ・ｸﾞﾘｰﾝｷｬﾝﾊﾟｽ推進委員会日野ｷｬﾝﾊﾟｽ部会の活動の活性化、
PDCAｻｲｸﾙの機能の実現
・環境負荷低減に係る取組みの効果等の毎年度検証、新しい取組みの立案へ
の十分な反映

・対策への取組みを開始したば
かりで検証等は未実施

・今夏の電力使用抑制策につい
て検証し、今後の対策の立案に
役立てる

・ｴｺｷｬﾝﾊﾟｽ・ｸﾞﾘｰﾝｷｬﾝﾊﾟｽ推進委員会日野ｷｬﾝﾊﾟｽ部会の活動の活性化
・取組み方法の見直し、新しい取組みに反映するよう委員会・部会での検討

・東京都及び日野市の環境対策への協力
・環境学習や環境研究の成果を地域社会へ還元

・納品業者等のﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車規制
・納品業者等のﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車規制
・日野市環境白書への情報提供

・東京都及び日野市等の関係部署との協議体制の構築
・環境学習や環境研究の成果を地域社会へ還元

(1)ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ学部・研究科での研究

４　環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

３　環境研究

５　地域社会貢献

都民・事業者・東京都・日野市との連
携

・省エネ法、環境確保条例等で定められている法令の遵守
・法令遵守の体制の構築、日々のﾁｪｯｸｼｽﾃﾑの検討・構築

・法令等で提出が義務付けられている報告書、計画書の適切な提出
・学内全体において、環境に係る法令違反が発生しない体制の構築

備考

ⅰ）「見える化」の推進

ⅱ）PDCAｻｲｸﾙの管理・運用

(3)その他

(2)環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの構築

学生や教職員等の協働による自律
的・持続的な環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの
構築・運用並びに成果の公開

(1)法令等の遵守

省エネ法に基づくもの

環境確保条例に基づくもの

環境研究

＜首都大学東京＞日野ｷｬﾝﾊﾟｽ


